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平成28年度　政務活動費収支報告

■
埼
玉
県
都
市
競
艇
組
合
議
会
議
員

　
　
　
　
吉
田
幸
太
郎

■
大
里
広
域
市
町
村
圏
組
合
議
会
議
員

一
部
事
務
組
合
議
会
議
員
の
選
出

■
深
谷
市
監
査
委
員

馬
場
　
　
茂

人
事
案
件

富
田
勝
議
員
、
石
川
克
正
議
員
、
清
水
健
一

議
員
、
馬
場
茂
議
員
が
全
国
市
議
会
議
長
会

並
び
に
埼
玉
県
市
議
会
議
長
会
か
ら
、
勤
続

10
年
の
表
彰
を
受
け
ま
し
た
。

永
年
勤
続
議
員
表
彰

政務活動費とは
地方自治法の規定に基づき、議員の調査研究その他の活動に資するために必要な経費の一部とし
て交付されるもので、議長に結成を届けた会派に対して交付されます。
支給額は、議員一人当たり年額３００，０００円（月額２５，０００円）です。

単位（円）

項目
会派名

交付額（Ａ）

自己負担額（Ｂ）

支出額（Ｃ）

調査研究費等

研修費

広報費

差し引き額
（Ａ＋Ｂ－Ｃ）
市への返還額

深谷同志会
（７人）

深政クラブ
※（３人）

深和会
（３人）

公明党
（３人）

日本共産党
（３人）

深成会
※（３人）

彩新連合
（２人）

広聴費

資料購入費

事務費

支

出

内

訳

2,100,000
0

1,817,563
1,765,496
33,120

18,947

1,100,000
0

1,044,040
1,024,040
20,000

900,000
120,831

1,020,831
1,020,831

900,000
5,282

905,282
213,082
381,692

53,241
257,267

900,000
0

825,033
100,000
7,300

532,048
154,332
31,353

700,000
0

286,936
286,936

600,000
0

490,986

370,986

120,000

282,437 55,960 0 0 74,967 413,064 109,014

支出項目の内容について
項目 内容 主な例

調査研究費等

研修費

広報費

広聴費

資料購入費

事務費

会派が行う市の事務、地方行財政等に関する調査研究及び調査委
託に関する経費や調査研究その他の活動のために必要な先進地調
査又は現地調査に要する経費です。

会派が研修会を開催するために必要な経費、団体等が開催する研
修会の参加に要する経費です。

会派が行う活動、市政について住民に報告するために要する経費
です。

会派が行う住民からの市政及び会派の活動に対する要望、意見の
聴取（アンケート）、住民相談等の活動に要する経費です。

会派が行う活動に必要な図書、資料等の購入に要する経費です。

会派が行う活動に係る必要な備品、文具、消耗品等購入、通信等
に要する経費です。

資料印刷費、調査委託費、文書通信費、
交通費、旅費、宿泊費、車借上料、
ガソリン代等

講師謝金、会場費、交通費、宿泊費、
参加費等

広報紙・報告書等印刷費、会場費等

資料印刷費、会場費、文書通信費、
交通費等

書籍購入費等

備品購入費、文具代、事務機器購入費、
コピー代等

なお、詳細は深谷市ホームページをご覧ください。

深谷市議会

※年度途中に会派間に異動があったため、交付額に差異が生じています。

三
田
部
恒
明

倉
上
　
由
朗

仲
田
　
　
稔

⻆
田
　
義
徳

為
谷
　
　
剛

鈴
木
　
三
男

議会のうごき
4月 5月 6月

10（月）

26（水）

小学校・中学校入学式

議員全員協議会

15（月）

24（水）

26（金）

深和会行政視察～１７日
岡山県備前市ほか
・子育て支援における
　保育料無料化等の取り組みに
　ついて
・小野市の行政経営について
・文化振興によるまちづくりに
　ついて

徳島県阿南市議会
建設委員会視察受け入れ
議会運営委員会、議員全員協議会

２（金）

７（水）

９（金）

１２（月）
１３（火）

　
１６（金）

１９（月）

２２（木）

議会開会、議案説明

議案質疑

福祉文教委員会

産業建設委員会
総務委員会

一般質問

一般質問

議会閉会、議員全員協議会、
新庁舎建設特別委員会
議会改革委員会

行事内容 行事内容 行事内容

清
水
　
修

し
　 

み
ず
　
　  

お
さ
む

　
　

国
民
健
康
保
険
の
資
格
証
明
書
に
つ

い
て
は
、
平
成
22
年
の
国
民
健
康
保
険
法

改
正
に
よ
っ
て
18
歳
未
満
の
子
に
つ
い
て

は
、
発
行
で
き
な
い
こ
と
と
な
っ
た
。
こ

の
法
改
正
と
時
を
同
じ
く
し
て
、
厚
生
労

働
省
か
ら
都
道
府
県
に
対
し
て
、
18
歳
未

満
の
子
に
つ
い
て
の
短
期
被
保
険
者
証
に

関
す
る
留
意
事
項
が
通
知
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
内
容
は
、
18
歳
未
満
の
子
に
つ
い
て

の
短
期
被
保
険
者
証
の
交
付
に
際
し
て
、

す
み
や
か
に
保
険
証
が
手
元
に
届
く
よ
う

配
慮
す
る
よ
う
求
め
た
も
の
で
あ
る
。
18

歳
未
満
の
子
に
つ
い
て
の
短
期
証
交
付
に

際
し
て
市
は
ど
の
よ
う
に
対
応
し
て
い
る

の
か
。
ま
た
一
般
的
な
対
応
と
し
て
短
期

証
の
交
付
の
目
的
は
、
保
険
税
滞
納
に
対

す
る
制
裁
措
置
で
は
な
く
、
滞
納
世
帯
と

の
接
触
の
機
会
を
も
つ
こ
と
で
あ
る
。
短

期
証
の
交
付
の
目
的
に
つ
い
て
市
は
ど
の

よ
う
に
認
識
し
て
い
る
の
か
。

　
　

国
保
税
を
一
定
額
以
上
滞
納
し
て
お

り
、
納
付
ま
た
は
納
税
相
談
等
な
い
も
の

に
つ
い
て
は
、
有
効
期
限
が
６
カ
月
の
短

期
被
保
険
者
証
を
交
付
し
て
い
る
。
短
期

証
の
交
付
に
際
し
て
は
、
以
前
は
、
滞
納

対
策
の
一
環
と
し
て
、
納
税
相
談
を
行
う

た
め
に
窓
口
に
て
交
付
し
て
い
た
が
、
現

在
は
、
す
べ
て
郵
送
に
よ
り
行
っ
て
お
り
、

留
め
置
き
は
し
て
い
な
い
。
期
限
が
途
切

れ
る
こ
と
な
く
、
被
保
険
者
証
を
使
う
こ

と
が
で
き
る
。
短
期
被
保
険
者
証
の
交
付

に
つ
い
て
は
、
国
保
税
の
滞
納
者
に
対
し

て
、
税
負
担
の
公
平
性
及
び
滞
納
対
策
の

一
環
と
し
て
、
納
税
意
識
を
高
め
る
た
め

行
っ
て
い
る
も
の
と
認
識
し
て
い
る
。

Q
国
民
健
康
保
険
・
短
期
被
保
険
者
証
の
す
み
や
か
な
交
付
を

A
す
べ
て
郵
送
に
よ
り
行
っ
て
お
り
、
留
め
置
き
は
し
て
い
な
い

ＱＡ

備前市役所


